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平成３０年１月２３日判決言渡 

平成２９年(行ケ)第１００４７号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２９年１１月１３日 

判 決 

 

原 告 Ｘ 

 

被 告 パナソニック株式会社 

 

同訴訟代理人弁理士 豊 岡 静 男 

同 廣 瀬 文 雄 

同 松 本 隆 芳 

同 大 山 丈 二 

同 安 武 成 記 

同 永 井 秀 男 

主 文 

     １ 原告の請求を棄却する。 

     ２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

   特許庁が無効２０１４－８０００１３号事件について平成２９年１月１２日

にした審決を取り消す。 

第２ 前提となる事実（争いがない） 

 １ 特許庁における手続の経緯等 
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 (1) 被告は，発明の名称を「発光装置」とする特許（特許第４０９４０４７号。

請求項の数は１。以下，この特許を「本件特許」という。）の特許権者であ

る。 

 (2) 被告は，平成１９年８月１３日，本件特許の出願をし（優先権主張の日：平

成１６年４月２７日，同年６月２１日及び同月３０日），平成２０年３月１４

日，設定の登録を受けた。なお，本件特許出願は，平成１６年１２月１５日に

した特許出願（特願２００４－３６３５３４号。以下「原出願」という。）の

一部についてした分割出願である。（甲５６） 

 (3) 原告は，平成２６年１月２２日，本件特許の請求項１に記載された発明につ

き無効審判を請求した（無効２０１４－８０００１３号）。 

   被告は，同年１１月２８日付けで，本件特許の特許請求の範囲及び明細書に

ついて訂正請求をした（以下「本件訂正」といい，本件訂正後の明細書及び図

面を併せて「本件明細書」という。甲５７）。 

   特許庁は，平成２７年４月６日，本件訂正を認めた上，「特許第４０９４０

４７号の請求項１に係る発明についての特許を無効とする。」との審決（以下

「前審決」という。甲１９）をし，その謄本は，同月１６日，被告に送達され

た。 

   被告は，平成２７年５月１５日，知的財産高等裁判所に前審決の取消しを求

めて訴えを提起した（平成２７年（行ケ）第１００９７号）。同裁判所は，平

成２８年３月８日，前審決を取り消す旨の判決（以下「前判決」といい，この

判決に係る訴訟を「前訴」という。甲１５）をし，その後，前判決は確定し

た。 

 (4) 特許庁において，上記無効審判の審理が再開され，同庁は，平成２９年１

月１２日，本件訂正を認めた上，「本件審判の請求は，成り立たない。」との
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審決（以下「本件審決」という。）をし，その謄本は，同月２０日，原告に送

達された。 

   原告は，平成２９年２月１６日，本件訴訟を提起した。 

 ２ 特許請求の範囲の記載 

   本件特許につき，本件訂正後の特許請求の範囲の請求項１の記載は，次のと

おりである（以下，本件訂正後の請求項１に記載された発明を「本件発明」と

いう。）。 

  「赤色蛍光体と，緑色蛍光体とを含む蛍光体層と，発光素子とを備え， 

前記赤色蛍光体が放つ赤色系の発光成分と，前記緑色蛍光体が放つ緑色系の

発光成分と，前記発光素子が放つ発光成分とを出力光に含む発光装置であっ

て， 

前記出力光が，白色光であり， 

前記赤色蛍光体は，前記発光素子が放つ光によって励起されて，Ｅｕ２＋で

付活され，かつ，６００ｎｍ以上６６０ｎｍ未満の波長領域に発光ピークを有

するニトリドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体（ただし，Ｓｒ２Ｓｉ４Ａ

ｌＯＮ７：Ｅｕ２＋を除く）であり， 

前記緑色蛍光体は，前記発光素子が放つ光によって励起されて，Ｅｕ２＋又

はＣｅ３＋で付活され，かつ，５００ｎｍ以上５６０ｎｍ未満の波長領域に発

光ピークを有する緑色蛍光体であり， 

前記発光素子は，４４０ｎｍ以上５００ｎｍ未満の波長領域に発光ピークを

有する光を放つ青色発光素子であり， 

前記蛍光体層に含まれる蛍光体はＥｕ２＋又はＣｅ３＋で付活された蛍光体の

みを含み， 

前記青色発光素子が放つ光励起下において前記赤色蛍光体は，内部量子効率
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が８０％以上であり， 

前記蛍光体層に含まれる蛍光体の励起スペクトルは，前記青色発光素子の放

つ光の波長よりも短波長域に励起ピークを有し， 

前記蛍光体層は，窒化物蛍光体又は酸窒化物蛍光体以外の無機蛍光体を実質

的に含まないことを特徴とする発光装置。」 

 ３ 前審決及び前判決の理由 

   前審決は，本件発明と特開２００３－２０６４８１号公報（甲３。以下「甲

３文献」という。）に記載された発明（以下「甲３発明」という。）を対比

し，相違点１ないし６（後記５記載のものと同じ。）を認定した上，いずれの

相違点に係る構成についても，甲３発明，甲３文献に記載された事項，及び特

開２００３－１２４５２７号公報（甲１３。以下「甲１３文献」という。）に

記載された事項又は周知の技術事項に基づいて，当業者が容易に想到できたも

のといえるから，本件発明は進歩性を欠き，本件特許は無効と判断した。（甲

１９） 

これに対し，前判決は，① 前審決における甲３発明の認定，本件発明と甲

３発明の一致点の認定及び相違点の認定（いずれも後記５記載のものと同

じ。）に誤りはない，② 相違点１に係る構成につき，甲３発明に甲１３文献

に記載された事項を採用することにより容易に想到し得るということはできな

いが，甲３発明に周知の技術事項を採用することにより容易に想到し得るか

ら，容易想到性の判断に誤りはない，③ 相違点５に係る構成につき，甲３発

明に基づいて容易に想到することができたものと認めることはできないから，

容易想到性の判断に誤りがある，として前審決を取り消した。（甲１５） 

４ 本件審決の理由 

   本件審決の理由は，別紙審決書（写し）記載のとおりである。その概要は，
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① 特許請求の範囲の記載はサポート要件に適合している，② 本件特許出願

は適法な分割出願と認められるから，本件発明が原出願の公開公報に記載され

た発明に基づいて当業者が容易に想到できたものとはいえない，③ 本件発明

は，甲３発明に基づいて当業者が容易に想到できたものとはいえない，という

ものである。 

 ５ 本件審決が認定した甲３発明の内容並びに本件発明と甲３発明との一致点及

び相違点 

 (1) 甲３発明の内容 

光源として少なくとも１つのＬＥＤを備えた照明ユニットであって，このＬ

ＥＤは３００～５７０ｎｍの範囲内で一次放射を発し，この放射はＬＥＤの一

次放射にさらされる蛍光体によって部分的に又は完全により長波長の放射に変

換され，前記の蛍光体の構造はニトリド又はその誘導体に基づく形式のものに

おいて，前記の変換は少なくとも１種の蛍光体を用いて行われ，この蛍光体は

カチオンＭ及び窒化ケイ素又はニトリドの誘導体から誘導され，この蛍光体は

４３０～６７０ｎｍでのピーク発光の波長で発光し，その際，カチオンは部分

的にドーパントＤ，つまりＥｕ２＋又はＣｅ３＋により置き換えられており，こ

の場合にカチオンＭとして二価の金属Ｂａ，Ｃａ，Ｓｒの少なくとも１種及び

／又は三価の金属Ｌｕ，Ｌａ，Ｇｄ，Ｙの少なくとも１種が使用され，この蛍

光体は次の種類：構造ＭＳｉ３Ｎ５，Ｍ２Ｓｉ４Ｎ７，Ｍ４Ｓｉ６Ｎ１１及びＭ９Ｓｉ

１１Ｎ２３のニトリド，構造Ｍ１６Ｓｉ１５Ｏ６Ｎ３２のオキシニトリド，構造ＭＳｉ

Ａｌ２Ｏ３Ｎ２，Ｍ１３Ｓｉ１８Ａｌ１２Ｏ１８Ｎ３６，ＭＳｉ５Ａｌ２ＯＮ９及びＭ３Ｓｉ

５ＡｌＯＮ１０のサイアロンから由来する， 

   光源として少なくとも１つのＬＥＤを備え， 

前記ＬＥＤの白色ＬＥＤでの使用のために，主成分としてシリコーン注入樹
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脂（又はエポキシ注入樹脂）及び赤及び緑に発光する２種のニトリド含有顔料

を含有し，他のわずかな成分は，特にメチルエーテル又はエアロジル（Ａｅｒ

ｏｓｉｌ）である，凹設部に充填された注入材料を備え， 

白色光を達成するために一緒に用いる赤及び緑に発光する２種のニトリド含

有顔料としてＳｉ／Ａｌ－Ｎ－ベースの蛍光体を使用でき，その中で少なくと

も１つは前記少なくとも１種の蛍光体であり， 

赤に発光するＳｉ／Ａｌ－Ｎ－ベースのニトリド含有蛍光体として，例え

ば，組成がＳｒ２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋で発光領域が６２５～６４０ｎｍの

蛍光体を選択肢として有し， 

緑に発光するＳｉ／Ａｌ－Ｎ－ベースのニトリド含有蛍光体として，例え

ば，組成がＳｒＳｉＡｌ２Ｏ３Ｎ２：Ｅｕ２＋でＭａｘ．Ｅｍ．が４９７の蛍光

体，組成がＳｒＳｉＡｌ２Ｏ３Ｎ２：Ｅｕ２＋で発光領域が４９５～５１５ｎｍの

蛍光体，組成がＳｒＳｉＡｌ２Ｏ３Ｎ２：Ｅｕ２＋で発光領域が４９０～５１０ｎ

ｍの蛍光体を選択肢として有し， 

前記光源は，青色発光ＬＥＤである， 

   照明ユニット。 

 (2) 本件発明と甲３発明との一致点及び相違点 

  ア 一致点 

    赤色蛍光体と，緑色蛍光体とを含む蛍光体層と，発光素子とを備え， 

    前記赤色蛍光体が放つ赤色系の発光成分と，前記緑色蛍光体が放つ緑色系

の発光成分と，前記発光素子が放つ発光成分とを出力光に含む発光装置であ

って， 

    前記出力光が，白色光であり， 

    前記蛍光体層は，窒化物蛍光体又は酸窒化物蛍光体以外の無機蛍光体を実
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質的に含まない発光装置。 

  イ 相違点 

  （ア）相違点１ 

     本件発明の赤色蛍光体は，前記発光素子が放つ光によって励起されて，

Ｅｕ２＋で付活され，かつ，６００ｎｍ以上６６０ｎｍ未満の波長領域に

発光ピークを有するニトリドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体（ただ

し，Ｓｒ２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋を除く）であるのに対し，甲３発明の

赤に発光するニトリド含有顔料は，そのようなものであるのか否か不明で

ある点。 

  （イ）相違点２ 

     本件発明の緑色蛍光体は，前記発光素子が放つ光によって励起されて，

Ｅｕ２＋又はＣｅ３＋で付活され，かつ，５００ｎｍ以上５６０ｎｍ未満の

波長領域に発光ピークを有する緑色蛍光体であるのに対し，甲３発明の緑

に発光するニトリド含有顔料は，そのようなものであるのか否か不明であ

る点。 

  （ウ）相違点３ 

     本件発明の青色発光素子は，４４０ｎｍ以上５００ｎｍ未満の波長領域

に発光ピークを有する光を放つ青色発光素子であるのに対し，甲３発明の

青色発光ＬＥＤは，そのようなものであるのか否か不明である点。 

  （エ）相違点４ 

     本件発明の蛍光体層に含まれる蛍光体は，Ｅｕ２＋又はＣｅ３＋で付活さ

れた蛍光体のみを含むのに対し，甲３発明の凹設部に充填された注入材料

が含有するニトリド含有顔料がそのようなものか否か不明である点。 

  （オ）相違点５ 
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     本件発明の赤色蛍光体は，前記青色発光素子が放つ光励起下において内

部量子効率が８０％以上であるのに対し，甲３発明の赤に発光するニトリ

ド含有顔料がそのようなものか否か不明である点。 

  （カ）相違点６ 

     本件発明が前記蛍光体層に含まれる蛍光体の励起スペクトルは，前記青

色発光素子の放つ光の波長よりも短波長域に励起ピークを有するものであ

るのに対し，甲３発明がそのようなものか否か不明である点。 

第３ 原告主張の取消事由 

 １ 取消事由１（手続違背） 

本件審決の審判体は，前審決の相違点１及び相違点５に係る構成の容易想到

性についての判断を変更するに当たり，原告に意見を求めずに審決するに至っ

た。 

   しかし，甲３発明に，甲１３文献及び前判決の訴訟手続にも提出していた特

開２００４－６７８３７号公報（以下「甲４８文献」という。）の記載事項を

採用すると，当業者が相違点５に係る構成を容易に想到できることは明らかで

あるから，甲１３文献及び甲４８文献を踏まえないまま，相違点５に係る構成

が容易想到でないと判断した前判決及び本件審決は，結果として誤りである。 

   したがって，相違点１及び相違点５についての判断を変更するに当たり，審

判手続において，甲１３文献に記載されている事項につき，原告に意見を求め

ないまま審決に至ったことは，特許庁の審判において慎重な審理判断を受ける

べき原告の利益を損なうものであって，本件審決に至る審判手続（以下「本件

審判手続」という。）には十分な手続保障を欠いた重大な手続違背があるとと

もに，この手続違背は審判の結果に影響を及ぼすものである。 

したがって，本件審決は取り消されるべきである。 
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 ２ 取消事由２（サポート要件適合性に関する判断の誤り） 

 (1) その１ 

ア 本件発明は，① 赤色蛍光体は，ニトリドアルミノシリケート系の窒化物

蛍光体（ただし，Ｓｒ２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋を除く）であること，② 

青色発光素子が放つ励起光下において前記赤色蛍光体は，内部量子効率が８

０％以上であること，の２つの構成要件を含む。ここで，ニトリドアルミノ

シリケート系の窒化物蛍光体とは，Ｎ，Ａｌ，Ｓｉを含む窒化物蛍光体を意

味する。 

しかし，本件明細書において，発光特性まで明らかにされているニトリド

アルミノシリケート系の赤色蛍光体はＳｒＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋のみであ

り，他の蛍光体の発光特性に関する記載は一切ない。そして，本件明細書に

おいて実施例として唯一開示されたＳｒＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋の内部量子効

率は６０ないし７０％である。 

内部量子効率が６０ないし７０％を超えるＳｒＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋の開

示がないにもかかわらず，本件発明において「内部量子効率が８０％以上で

あり」とすることは，特許請求の範囲に記載された発明が発明の詳細な説明

に記載したものであることという要件に適合しない。 

イ 本件特許の優先日当時，照明ユニットにおいて発光効率を高めるために，

不純物の除去等の製造条件の最適化等により，蛍光体の内部量子効率を高め

ることは当業者の技術常識であったとしても，それには自ずと限界がある。

内部量子効率が約６０％のＳｒＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋赤色蛍光体について，

製造条件の最適化等により内部量子効率を８０％以上とすることができるか

否かは不明であり，出発点となる内部量子効率が約６０％又は約７０％であ

れば，当然に８０％以上とすることができるという技術常識も存在しない。 
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    他方，前判決は，甲３文献に記載されている量子効率が２９％，５１％，

３０％程度の蛍光体を前提とすると，甲３発明に基づいて，当業者が相違点

５に係る構成を採用することは容易に想到することができないと判示してい

ることに照らすと，サポート要件を満たすか否かの判断に際し，出発点とな

る内部量子効率がどの程度であればサポート要件に合致することになるのか

についての基準が必要になるはずであるが，本件審決は当該基準を明らかに

していない。すなわち，本件審決は，一般論として，本件特許の優先日前に

おいて，青色発光素子が放つ励起光下におけるニトリドシリケート系の窒化

物蛍光体の内部量子効率が８０％以上のものを製造できる可能性を技術常識

に基づいて想定できたことのみに囚われて，客観的な基準を示さないままに

漫然と判断したもので誤りである。 

ウ また，本件発明の課題は，高い光束と高い演色性とを両立する発光装置，

特に，暖色系の白色光を放つ発光装置を提供することにある。しかし，ニト

リドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体一般において内部量子効率を８

０％以上とする構成を採用することが，結果としてそのような発光装置を提

供することになるのか，本件明細書の発明の詳細な説明の記載及び技術常識

からは明らかでない。そして，内部量子効率が８０％未満では課題が解決さ

れておらず，内部量子効率８０％以上であることを境界として課題がどのよ

うに解決できるのか，当業者の技術常識をもってしても理解できない。 

 (2) その２  

ニトリドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体とは，ニトリドシリケート

系，サイアロン系，ニトリドアルミノシリケート系等の窒素を含む蛍光体のう

ち，Ｎ，Ａｌ，Ｓｉを含む窒化物蛍光体を意味する。すなわち，オクソニトリ

ドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体，サイアロン系の窒化物蛍光体も包含
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するものであり，その具体例は無数に近い。しかし，本件明細書には，ＳｒＡ

ｌＳｉＮ3：Ｅｕ２＋以外のニトリドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体，オ

クソニトリドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体及びサイアロン系の窒化物

蛍光体については，内部量子効率及び発光特性の開示がない。 

したがって，特許請求の範囲に記載されたニトリドアルミノシリケート系の

窒化物蛍光体が，オクソニトリドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体及びサ

イアロン系の窒化物蛍光体を含み，しかもＳｒＡｌＳｉＮ3：Ｅｕ２＋以外のニ

トリドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体を含むものとすることは，本件発

明が，発明の詳細な説明に記載したものであることという要件に適合しない。 

さらに，本件明細書においては，オクソニトリドアルミノシリケート蛍光体

も本件発明のニトリドシリケート系の窒化物蛍光体として同列に扱うことがで

き，本件発明の課題を達成できるものであると開示されている。そうすると，

例えばＳｒ２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋赤色蛍光体についても同様の作用効果が

認められることになる。しかし，当該赤色蛍光体は，出発点となる内部量子効

率が低く，内部量子効率を高めることには限界があり，最適化等により内部量

子効率を８０％以上とすることが困難な蛍光体である。すなわち，当該赤色蛍

光体は，高い光束と高い演色性とを両立する発光装置を提供する課題を達成で

きるものとはいえない。 

このように，ニトリドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体には，明らかに

本件発明の課題を達成できないものが存在するにもかかわらず，ニトリドアル

ミノシリケート系の窒化物蛍光体であれば，その全てが高い光束と高い演色性

とを両立する発光装置を提供することに寄与することになるという本件審決の

判断は明らかに誤りである。 

 (3) その３  
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専門家の見解書（甲１６，１７）によれば，本件特許の優先日当時，Ｓｒ２

Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋蛍光体は，唯一の赤色発光するニトリドアルミノシ

リケート蛍光体であったが，その励起スペクトル，反射スペクトル及び内部量

子効率を見積もることは不可能で，青色光励起下において内部量子効率が８

０％を超えるものが容易に得られるということは全く認識されていなかった。 

ましてや，Ｓｒ２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋蛍光体以外の無数に近いニトリド

アルミノシリケート系窒化物蛍光体については，実際に蛍光体を合成し，励起

スペクトルのピーク波長，励起スペクトルの形状などの蛍光体の特性を評価す

るという試行錯誤を伴う網羅的な研究をしない限り，各蛍光体の内部量子効率

を知ることはできない。さらに，当時は，簡便な装置が市販されておらず，内

部量子効率の測定は学術的にごく一部で行われるに留まっていたという背景か

らすると，こうした蛍光体の内部量子効率を見積もることは不可能であった。 

したがって，本件発明の「内部量子効率を８０％以上とする構成」が，当業

者の出願時の技術常識に照らし，当該発明の課題を解決できると認識できる範

囲のものでないことは明らかである。 

(4) その４ 

本件審決は，本件特許の優先日後に頒布された刊行物（平成１８年３月２２

日発行の第５３回応用物理学関係連合講演会講演予稿集。甲３６）の記載に基

づき，内部量子効率が８０％以上であるニトリドアルミノシリケート系の窒化

物蛍光体であるＣａＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ赤色蛍光体が知られていたことを，サ

ポート要件適合性の根拠としている。 

しかし，本件特許の優先日後に頒布された刊行物に基づく判断は後付けであ

るばかりか，当該刊行物に記載されている蛍光体は，本件明細書に唯一の具体

例として明記されているＳｒＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋蛍光体と異なるものであ



 13 

る。本件特許の優先日当時の技術常識では，ニトリドアルミノシリケート系蛍

光体の光学的特性はほとんど知られておらず，当該刊行物に記載されているＣ

ａＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ赤色蛍光体についても，励起スペクトル，反射スペクト

ル及び量子効率を見積もることは不可能であった。 

したがって，当該刊行物の記載をサポート要件適合性の根拠とすることは許

されない。 

 (5) その５ 

本件審決は，請求人である原告が，「本件特許の優先日の技術常識に照らし

ても，請求項に係る発明の範囲まで，発明の詳細な説明に開示された内容を拡

張ないし一般化できるとはいえないことの具体的な根拠を説明しておらず…サ

ポート要件を満たしていないということはできない。」と判断した。 

しかし，特許請求の範囲の記載がサポート要件に適合することは，当該特許

の特許権者が証明責任を負うと解するのが相当であるから，これに反する本件

審決の上記判断は法の解釈を誤っているもので，この前提に立脚する本件審決

は当然に誤っている。 

 (6) その６ 

本件特許の原出願は，特願２００４－１３１７７０号出願（以下「第１出

願」という。）及び特願２００４－１８２７９７号出願（以下「第２出願」と

いう。）を基礎出願として優先権を主張している。第１出願及び第２出願と本

件特許出願との内容を対比すると，本件特許出願は主に第２出願を優先権主張

の基礎とするものと考えられる。しかし，本件発明は，第２出願に係る発明に

対し，例示の赤色蛍光体を増やし，これらも一律に「発光素子が放つ光励起下

において最も内部量子効率が低い蛍光体は，内部量子効率（絶対値）が，８

０％以上，好ましくは８５％以上，より好ましくは９０％以上の蛍光体とす
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る」というものである。 

この点につき，第２出願においては，内部量子効率が開示されているのは，

唯一，ＳｒＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋のみである。さらに，原出願において初めて

追加されたＣａＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋及びＳｒ２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋につ

いては，第１出願及び第２出願のいずれにも内部量子効率に関する開示も示唆

もない。それにもかかわらず，被告は，ＣａＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋及び公知の

Ｓｒ２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋を含む赤色蛍光体を寄せ集める過程で，これら

についても，突如，内部量子効率（絶対値）を８０％以上であるものとした

上，例示以外の他のニトリドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体について

も，内部量子効率（絶対値）を８０％以上であるとしている。 

   これは，ＣａＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋について，内部量子効率が６０％である

ことを開示するだけであったにもかかわらず，文言上のからくりで他のニトリ

ドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体一般の内部量子効率が８０％以上であ

るかのように操作（拡張）したものであるが，このような拡張は到底許されな

い。 

 (7) その７ 

本件審決は，本件明細書の段落【００５３】の「高い光束を放つ発光装置を

得るためには，蛍光体層に実質的に含まれる蛍光体の中で，発光素子が放つ光

励起下において最も内部量子効率が低い蛍光体は，内部量子効率（絶対値）

が，８０％以上，好ましくは８５％以上，より好ましくは９０％以上の蛍光体

とする。」という記載を，サポート要件に適合することの主たる根拠としてい

ると解される。しかし，原出願においては，赤色蛍光体と緑色蛍光体の両者を

含んだ蛍光体の内部量子効率が８０％以上という発明が開示されているとこ

ろ，本件明細書の段落【００５３】はこの本件発明とは異なる発明についての
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記載である。 

したがって，当該段落【００５３】の記載をもって，ニトリドアルミノシリ

ケート系の窒化物蛍光体一般について，「内部量子効率（絶対値）が，８０％

以上，好ましくは８５％以上，より好ましくは９０％以上の蛍光体とする。」

とするものと解することはできない。  

 (8) よって，本件審決のサポート要件適合性についての判断は誤りであって，そ

の誤りは結論に影響を与えるものであるから，本件審決は取り消されるべきで

ある。 

 ３ 取消事由３（分割出願の適法性についての判断の誤り） 

 (1) 本件審決は，本件特許出願は原出願の適法な分割出願であって，当業者は，

原出願の公開公報に記載された発明に基づいて本件発明を容易に想到すること

ができたものであるということはできないと判断した。 

 (2) しかし，原出願の願書に最初に添付した明細書（以下「本件原出願明細

書」という。）の【０００１】ないし【０００８】，【００１３】ないし【０

１６１】及び図面の記載は，本件明細書の【０００１】ないし【０００９】，

【００１２】ないし【０１６０】及び図面の記載と実質的に同一であるとして

も，本件原出願明細書の【０００７】ないし【００１２】と，本件明細書の

【０００９】ないし【００１２】とは相違しており，これらの相違点が他の記

載事項と関連して，本件原出願明細書記載の発明と本件明細書記載の発明とが

不一致となっている。すなわち，本件発明は，本件原出願明細書に記載されて

いる発明（組成式（Ｍ１－ｘＥｕｘ）ＡｌＳｉＮ３で表される窒化物蛍光体を前提

とする発明）を超えて，ニトリドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体一般ま

で，内部量子効率が８０％以上とするもので，本件原出願明細書に記載された

発明でないから，明らかに分割要件に違反する。 
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   よって，両発明が同一であることを前提としてされた本件審決の上記判断は

誤りである。 

 ４ 取消事由４（相違点５についての容易想到性判断の誤り） 

   本件審決は，前判決の判示に倣い，相違点５に係る構成を容易に想到するこ

とができたものと認めることはできないと判断したが，この判断は以下の点に

おいて誤りである。 

 (1) その１ 

甲４８文献によれば，本件特許の優先日前において，α－サイアロンは４７

０±３０ｎｍの波長を有する光を含む励起光で励起され，発光スペクトルのピ

ーク波長が５９０±３０ｎｍである蛍光を放出するものであると知られてい

た。 

   したがって，本件特許の優先日当時において，発光ピーク波長が６００ｎｍ

以上であるα－サイアロン蛍光体が何ら特別なものではないことが当業者に知

られていたことからすると，甲１３文献に「黄－オレンジ（ＧＯ）に発光する

蛍光体」とのみ記載され，「６００ｎｍ以上６６０ｎｍ未満の波長領域」に発

光ピークを有する「赤色蛍光体」という具体的な記載がなくとも，甲１３文献

に記載されている「５４０～６２０ｎｍのピーク発光の波長を有する黄－オレ

ンジに発光しかつＥｕ－活性されたサイアロンの種類に由来する蛍光体」には

「６００～６２０ｎｍのピーク発光の波長を有する」赤色の窒化物蛍光体を含

んでいると解するべきである。そして，甲１３文献には，この蛍光体の典型的

な量子効率は７０～８０％であると記載されているから，その当時，α－サイ

アロン蛍光体の内部量子効率が８０％以上であるものが知られていたことにな

る。 

   そうすると，甲３発明において，内部量子効率が８０％以上である赤色のα
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－サイアロン蛍光体を使用することは当業者にとって容易に想到できるもので

あることが明らかである。 

   それにもかかわらず，本件審決は甲１３文献及び甲４８文献を踏まえた判断

をしておらず，その結果，相違点５についての判断を誤ったものである。 

 (2) その２  

国際公開ＷＯ２００４／０５５９１０（国際出願日：平成１５年１２月４

日，国際公開日：平成１６年７月１日。甲５１。以下「甲５１文献」とい

う。）の記載は，本件特許の優先日当時の技術水準又は当業者の技術常識を示

すものであるが，これによれば，当時，サイアロンとして明確に赤色蛍光体と

なるものが知られており，その内部量子効率は８０～９０％以上であった。 

   そうすると，本件特許の優先日には，上記甲４８文献に示されているよう

に，赤色蛍光体のサイアロンで発光スペクトルのピーク波長が６００ｎｍ以上

のものが公知であり，さらに，甲３発明が公開される前に，青色発光素子が放

つ励起光下における内部量子効率が８０～９０％以上のサイアロン赤色蛍光体

が発明されていたことになる。 

   したがって，甲３発明において，Ｓｒ２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋蛍光体のＳ

ｒの少なくとも一部をＢａやＣａに置換したニトリドアルミノシリケート系の

窒化物蛍光体を採用した上で，さらに，青色発光素子が放つ光励起下における

その内部量子効率を８０％以上とする構成は，当業者にとって容易に想到でき

たものであることが明らかである。 

よって，相違点５についての審決の判断は誤りである 

 (3) その３ 

ア 上記２(6)において主張したとおり，本件特許の優先権基礎出願とされる

第１出願及び第２出願のいずれについても優先権は認められない。 
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また，別の基礎出願である特願２００４－１９４１９６号出願（以下「第

３出願」という。）の内容は，第１出願の開示内容とほとんど共通している

が，内部量子効率についての記載や開示は一切ない。 

したがって，第１出願ないし第３出願のいずれについても優先権は認めら

れないから，本件特許については原出願日である平成１６年１２月１５日が

基準日とされるべきである。 

イ そうすると，甲５１文献の国際公開日は同年７月１日であるから，本件発

明との関係では公知発明に当たる。 

    したがって，甲３発明において，Ｓｒ２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋蛍光体の

Ｓｒの少なくとも一部をＢａやＣａに置換したニトリドアルミノシリケート

系の窒化物蛍光体を採用した上で，さらに，青色発光素子が放つ励起光下に

おけるその内部量子効率を８０％以上とする構成は，当業者にとって容易に

想到できたものであることが明らかである。 

よって，相違点５についての審決の判断は誤りである 

第４ 被告の反論 

 １ 取消事由１（手続違背）について 

 (1) 原告は，前判決がされた後，本件審判手続において，二度にわたり意見を提

出する機会を要請し，前判決が確定してから２か月以上経った後に，具体的な

主張を記載した上申書を提出しているが，その間，サポート要件に関する主張

をしたいと要請するのみで，相違点について主張をしたいという要請をしてい

ない。 

   したがって，本件審決が，相違点について原告に意見を求めないまま判断し

たことは，何ら手続違背とならない。 

 (2) また，前判決は，相違点５に関し，本件発明は甲３発明に基づいて当業者が
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容易に想到することができたとはいえないとの理由で，前審決の認定判断が誤

っているとして取り消し，その後，前判決は確定している。そうすると，再度

の審判手続に前判決の拘束力が及ぶ結果，審判体は，甲３発明に基づいて本件

発明を当業者が容易に想到することができたと認定判断することは許されず，

原告に相違点５に関する主張，立証をさせることはできない。 

再度の審決取消訴訟である本件訴訟においても，相違点５につき，前判決の

拘束力に従ってされた再度の審決の認定判断が誤りであるとして，当事者がこ

れを裏付けるための新たな立証をし，更には裁判所がこれを採用して，前判決

の拘束力に従ってされた再度の審決を違法とすることは許されない。 

 ２ 取消事由２（サポート要件適合性に関する判断の誤り）について 

 (1) その１について 

原告は，本件発明と甲３文献の記載とを関連付けた上，甲３文献の記載に照

らせば，出発点となる内部量子効率がどの程度であればサポート要件に適合す

ることになるのかについての基準を明らかにすべきこととなるはずなのに，本

件審決はこれを明らかにしていないと主張する。しかし，サポート要件適合性

の判断は，本件明細書の発明の詳細な説明の記載に基づいて行うから，進歩性

判断に用いられる甲３文献の記載と本件明細書の記載との間に，何かしらの関

係があるものではない。また，サポート要件の判断も進歩性の判断も，当業者

の技術常識に基づいて判断されるのであって，何かしらの基準が要求されるも

のではない。 

また，原告は，本件発明において，内部量子効率を８０％以上のものとする

ことと，高い光束と高い演色性とを両立する発光装置，特に，暖色系の白色光

を放つ発光装置を提供するという本件発明の課題を解決できることとの関係が

明らかでないと主張する。しかし，本件明細書の段落【００５３】には，高い
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光束を放つ発光装置を得るためには，内部量子効率が８０％以上の高効率とす

べきことが記載されており，その結果，段落【０００９】のとおり「高い光束

と高い演色性とを両立する発光装置，特に，暖色系の白色光を放つ発光装置を

提供」するという課題を解決できると記載されているのであるから，上記の関

係は明らかである。 

さらに，本件明細書の記載から明らかなとおり，実施例でＳｒＡｌＳｉＮ

３：Ｅｕ２＋を使用しているのは，ニトリドアルミノシリケート系の窒化物蛍光

体の一例としての使用であり，Ｅｕ２＋で付活されたニトリドアルミノシリケ

ート系の窒化物蛍光体であれば，「内部量子効率を８０％以上とする構成」と

することができるのであって，このような蛍光体であれば，内部量子効率を８

０％以上の高効率とすることにより，「高い光束と高い演色性とを両立する発

光装置，特に，暖色系の白色光を放つ発光装置を提供」するという課題を解決

できることが理解できるのである。 

 (2) その２について 

上記(1)のとおり，実施例でＳｒＡｌＳｉＮ3：Ｅｕ２＋を使用しているのは，

ニトリドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体の一例としての使用であり，Ｅ

ｕ２＋で付活されたニトリドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体であれば，

「内部量子効率を８０％以上とする構成」とすることができ，課題を解決でき

るのであるから，特許請求の範囲に記載された発明は，発明の詳細な説明に記

載された説明である。 

 (3) その３について 

   原告が指摘する専門家の見解書においては，本件特許の優先日当時の当業者

の技術常識を基礎とすると本件発明と甲３発明とは全く異なるものであるとい

う見解が示されつつ，その中で，甲３文献に記載されている事項を前提とし
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て，当時，Ｓｒ２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋についてはもちろん，ニトリドアル

ミノシリケート系の赤色蛍光体一般についても内部量子効率が８０％を超える

ことを予想することはできないとされているが，これは，甲３文献に接した当

業者が，その記載事項を出発点として，甲３発明において，ニトリドアルミノ

シリケート系の窒化物蛍光体の内部量子効率を８０％以上とする構成に容易に

想到することができないことを述べているのである。したがって，原告による

当該見解書の解釈，ひいては，原告が主張する本件特許の優先日当時における

技術常識も誤りである。 

   もっとも，前判決は，一般論として，本件特許の優先日前において，青色発

光素子が放つ励起光下における内部量子効率が８０％以上のニトリドシリケー

ト系の窒化物蛍光体を製造できる可能性を技術常識に基づいて想定できること

は否定していない。また，原出願の特許に関するものであるが，知的財産高等

裁判所平成２４年(行ケ)第１００２０号審決取消請求事件の判決は，「本件明

細書の発明の詳細な説明には，当業者が内部量子効率８０％以上の赤色蛍光体

を製造することができる程度の開示が存在するものというべきである。」と判

示しているところ，本件原出願明細書と本件明細書はほぼ同一であるから，こ

の判決は，本件明細書の発明の詳細な説明にも，当業者が内部量子効率８０％

以上の赤色蛍光体を製造することができる程度の開示が存在すると判示してい

るものといえる。すなわち，本件明細書に当該開示が存在することについて

は，上記判決によって決着済みなのであり，原告の主張は単なる蒸し返しの議

論にすぎない。 

 (4) その４について 

本件審決は，原告が本件明細書に「赤色蛍光体の内部量子効率が８０％以上

とする」技術事項の開示はないと主張したことを受けて，本件特許の優先日に
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おける当業者の技術常識に照らし，本件明細書の開示内容から内部量子効率が

８０％以上のものを製造できる可能性を複数の専門家が否定していないこと，

「ニトリドシリケート蛍光体」で量子効率８０％以上の蛍光体が実現している

ことに鑑みれば，本件特許の優先日時点において，「Ｅｕ２＋で付活され，か

つ，６００ｎｍ以上６６０ｎｍ未満の波長領域に発光ピークを有する」「窒化

物蛍光体又は酸窒化物蛍光体」で「内部量子効率が８０％以上」のものが実現

できないともいえないと説示し，さらに，原告が指摘する刊行物の記載は上記

判断と矛盾するものではないと説示した。 

すなわち，本件審決は，本件特許の優先日における技術常識によれば内部量

子効率が８０％以上のものを製造できる可能性があることを補強する目的で原

告が指摘する刊行物を用いたにすぎず，当該刊行物の存在をサポート要件に適

合することの根拠としたのではない。 

 (5) その５について 

原告が指摘する本件審決の判示部分は，審判体が，請求人及び被請求人の主

張を受けて，サポート要件に適合するとの判断に至っており，これを覆すには

請求人が更なる主張，立証をしなければならないことを説示したものであり，

立証責任が請求人にあるとしたものではない。 

  (6) その６について 

サポート要件については，本件特許の特許請求の範囲の記載と本件明細書の

発明の詳細な説明の記載とを対比して検討すればよいのであって，第１出願及

び第２出願に係る明細書の記載と本件明細書の記載とを比較する必要はない。 

 (7) その７について 

   争う。 

 (8) 以上のとおり，原告の取消事由２についての主張は，いずれも理由がない。 
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 ３ 取消事由３（分割出願の適法性についての判断の誤り）について 

   本件原出願明細書には，組成式（Ｍ１－ｘＥｕｘ）ＡｌＳｉＮ３で表される窒化

物蛍光体を前提とする発明と本件発明の両方が記載されていたのであるから，

本件特許についての分割出願が要件を満たすことは明らかである。 

 ４ 取消事由４（相違点５についての容易想到性判断の誤り）について 

 (1) その１について 

上記１(2)のとおり，前判決の拘束力が及ぶ結果，審判体は，当業者が甲３

発明に基づいて本件発明を容易に想到することができたと認定判断することは

許されず，原告に相違点５に関する主張立証をさせることはできない。本件訴

訟においても，前判決の拘束力に従って再度の審決がした相違点５の認定判断

が誤りであるとして，これを裏付けるための新たな立証をし，更には裁判所が

これを採用して，前判決の拘束力に従ってされた再度の審決を違法とすること

は許されない。 

   原告は，甲４８文献の記載に基づいて，前判決の相違点５に関する認定判断

が誤りであることを立証しようとするものであって，このような主張は前判決

の拘束力により許されない。 

 (2) その２について 

甲５１文献には，α－サイアロン（Ｍｐ／２Ｓｉ１２－ｐ－ｑＡｌｐ＋ｑＯｑＮ１６－ｑ：

Ｅｕ２＋で表される。）についての記載はない。また，甲５１文献には，特定

のＳｒ１．９６Ｓｉ３Ａｌ２Ｎ６Ｏ２：Ｅｕ０．０４蛍光体について８０～９０％の高

量子効率を示すことは記載されているが，それ以外の蛍光体についてはどの程

度の量子効率であるかの記載はない。さらに，相違点５の構成で問題となるＳ

ｒ２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋蛍光体，及びこのＳｒの少なくとも一部をＢａや

Ｃａに置換した蛍光体の量子効率も記載されていない。 
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したがって，原告の主張は，本件審決の取消事由の主張とはいえない。 

 (3) その３について 

   まず，甲５１文献は，平成１６年７月１日に国際公開されたものであるか

ら，本件特許の優先日前の公知文献ではない。また，本件審判手続の段階で，

優先権主張は認められないとの原告の主張はなかった。 

そうすると，本件特許は優先権主張が認められないとして，甲５１文献記載

の発明が公知発明に当たることを前提とする主張は，本件審決が審理判断して

いない事項であるから，本件訴訟の審理範囲に属しない。 

第５ 当裁判所の判断 

  当裁判所は，原告の各取消事由の主張はいずれも理由がなく，本件審決にはこ

れを取り消すべき違法はないと判断する。その理由は，以下のとおりである。 

 １ 本件発明について 

   本件発明についての特許請求の範囲は，前記第２の２に記載のとおりであ

る。また，本件明細書には，概ね次の記載がある。 

 (1) 技術分野 

本発明は，窒化物蛍光体と発光素子とを組み合わせてなる発光装置，特に，

例えば暖色系の白色光を放つ発光装置に関する。（【０００１】） 

 (2) 背景技術 

  従来，赤色系光を放つ窒化物蛍光体として，６３０ｎｍ付近の波長領域に発

光ピークを有するＣａＳｉＮ２：Ｅｕ２＋蛍光体が知られている。この蛍光体は，

３７０ｎｍ付近の波長領域に励起スペクトルのピークを有し，３６０ｎｍ以上

４２０ｎｍ未満の波長領域の近紫外光～紫色系光による励起で高出力の赤色系

光を放つため，上記近紫外光～紫色系光を放つ発光素子と組み合わせた発光装

置への応用が有望視されている…。赤色系光を放つ窒化物蛍光体は，上記Ｃａ
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ＳｉＮ２：Ｅｕ２＋蛍光体以外にも，例えば，Ｓｒ２Ｓｉ５Ｎ８：Ｅｕ２＋蛍光体…が

見出されている。（【０００２】） 

また，波長５００ｎｍ以上６００ｎｍ未満の緑～黄～橙色領域に発光ピーク

を有する蛍光体として，発光中心イオンにＥｕ２＋を含む，窒化物蛍光体，酸窒

化物蛍光体及びアルカリ土類金属オルト珪酸塩蛍光体等が知られている。これ

らの蛍光体は，４００ｎｍ付近の波長領域に励起ピークを有し，上述の近紫外

光～紫色系光による励起によって高出力の緑～黄～橙色系光を放つ。このため，

上記近紫外光～紫色系光を放つ発光素子と組み合わせた発光装置への応用が有

望視されている。さらに，上記波長領域に発光ピークを有する蛍光体として，

発光中心イオンにＥｕ２＋を含むチオガレート蛍光体や，Ｃｅ３＋を含むガーネッ

ト構造を有する蛍光体等も知られている…。（【０００３】） 

  一方，従来から，波長３６０ｎｍ以上４２０ｎｍ未満の近紫外～紫色領域に

発光ピークを有する発光素子（以下，紫色発光素子という。），又は，波長４

２０ｎｍ以上５００ｎｍ未満の青色領域に発光ピークを有する発光素子（以下，

青色発光素子という。）と，上記発光素子が放つ光によって励起する蛍光体と

を組み合わせてなる発光装置が知られている…。（【０００４】） 

  上記紫色発光素子を用い，かつ，高い光束と高い演色性とを両立させる発光

装置には，暖色系の白色光を放つ発光装置として，Ｌａ２Ｏ２Ｓ：Ｅｕ３＋蛍光体

やＹ２Ｏ２Ｓ：Ｅｕ３＋蛍光体等の赤色系光を放つ酸硫化物蛍光体を多用した発光

装置がある。また，白色光を放つ発光装置として，上記酸硫化物蛍光体と緑～

黄～橙色系光を放つ蛍光体とを組み合わせて用いた発光装置や，さらに青色系

光を放つ蛍光体を組み合わせた発光装置もある。上記緑～黄～橙色系光を放つ

蛍光体としては，Ｅｕ２＋で付活されたアルカリ土類金属オルト珪酸塩蛍光体や

硫化亜鉛蛍光体等が用いられ，上記青色系光を放つ蛍光体としては，Ｅｕ２＋で
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付活されたアルミン酸塩蛍光体やＥｕ２＋で付活されたハロ燐酸塩蛍光体等が用

いられている…。（【０００５】） 

 上記青色発光素子を用いた発光装置には，暖色系の白色光を放ち，かつ，高

い光束と高い演色性とを両立させる発光装置として，赤色系光を放つＳｒ２Ｓｉ

５Ｎ８：Ｅｕ２＋蛍光体やＣａＳ：Ｅｕ２＋蛍光体を用いた発光装置がある。また，

上記赤色蛍光体と他の蛍光体とを組み合わせて用いた発光装置もある。上記他

の蛍光体としては，例えば，ＳｒＧａ２Ｓ４：Ｅｕ２＋緑色蛍光体，ＳｒＡｌ２Ｏ

４：Ｅｕ２＋緑色蛍光体及びＹ３Ａｌ５Ｏ１２：Ｃｅ３＋黄色蛍光体が知られている…。

（【０００６】） 

 (3) 発明が解決しようとする課題 

    しかし，上述した発光素子と蛍光体とを備えた発光装置には，高い光束と高

い演色性とを両立させるものが少ないのが現状である。一方，発光装置に求め

られる要求は年々多様化しており，特に暖色系の白色光を放つ発光装置の開発

が期待されている。 本発明は，このような課題を解決するためになされたもの

であり，高い光束と高い演色性とを両立する発光装置，特に，暖色系の白色光

を放つ発光装置を提供するものである。（【０００８】，【０００９】） 

(4) 本件発明における赤色蛍光体の内部量子効率について 

  ア Ｅｕ２＋で付活された蛍光体の特性を詳細に調べたところ，以下①～③（判

決注：原文では(1)～(3)。以下同じ。）に示す蛍光体は，波長３６０ｎｍ以

上４２０ｎｍ未満の近紫外～紫色領域に発光ピークを有する紫色発光素子の

励起下における内部量子効率だけでなく，波長４２０ｎｍ以上５００ｎｍ未

満，特に，波長４４０ｎｍ以上５００ｎｍ未満の青色領域に発光ピークを有

する青色発光素子の励起下における内部量子効率も高く，良好なものは，そ

の内部量子効率が９０％～１００％であることが見出された。 
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 … 

③ Ｅｕ２＋で付活され，６００ｎｍ以上６６０ｎｍ未満の波長領域に発光ピ

ークを有する窒化物系（ニトリドシリケート系，ニトリドアルミノシリケ

ート系等）の赤色蛍光体，例えば，Ｓｒ２Ｓｉ５Ｎ８：Ｅｕ２＋，ＳｒＳｉＮ

２：Ｅｕ２＋，ＳｒＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋，ＣａＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋，Ｓｒ

２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋等の蛍光体。（【００１２】） 

  イ これらの蛍光体の励起スペクトルは，上記青色発光素子の放つ光の波長よ

りも短波長領域に，多くは波長３６０ｎｍ以上４２０ｎｍ未満の近紫外～紫

色領域に励起ピークを有するため，上記青色発光素子の励起下における外部

量子効率は必ずしも高くない。しかし内部量子効率は，励起スペクトルから

予想される以上に高い７０％以上，特に良好な場合は９０％～１００％であ

ることがわかった。（【００１３】） 

ウ 一例として，図１２に，ＳｒＳｉＮ２：Ｅｕ２＋赤色蛍光体の内部量子効率１

６，外部量子効率１７及び励起スペクトル１８を示し，また，参考のため，

蛍光体の発光スペクトル１９も示した。また，…ＳｒＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋赤

色蛍光体（図１３），Ｓｒ２Ｓｉ５Ｎ８：Ｅｕ２＋赤色蛍光体（図１４），…に

ついて，図１２と同様に示した。（【００１４】） 

  エ 図１２ ＳｒＳｉＮ２：Ｅｕ２＋赤色蛍光体の発光特性を示す図 
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  オ 図１３ ＳｒＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋赤色蛍光体の発光特性を示す図 

 

  カ 図１４ Ｓｒ２Ｓｉ５Ｎ８：Ｅｕ２＋赤色蛍光体の発光特性を示す図 
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キ 図１２～図２２（判決注：図１５～図２２は省略。）より，各蛍光体の外

部量子効率の励起波長依存性は，励起スペクトルの形状と類似し，励起スペ

クトルのピークよりも長波長の光の励起下において，例えば，上記青色発光

素子の励起下において外部量子効率は必ずしも高い数値でないが，内部量子

効率は上記青色発光素子の励起下においても高い数値を示すことがわかる。

また，図１２～図１８及び図２０～２２より，各蛍光体は，上記紫色発光素

子の励起下における内部量子効率が高く，良好なものは９０％～１００％で

あることもわかる。（【００１６】） 

ク なお，高い光束を放つ発光装置を得るためには，蛍光体層に実質的に含ま

れる蛍光体の中で，発光素子が放つ光励起下において最も内部量子効率が低

い蛍光体は，内部量子効率（絶対値）が，８０％以上，好ましくは８５％以

上，より好ましくは９０％以上の蛍光体とする。（【００５３】） 

ケ …本実施例では，蛍光体として，波長６２５ｎｍ付近に発光ピークを有す

るＳｒＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋赤色蛍光体（中心粒径：２．２μｍ，最大内部量

子効率：６０％，４０５ｎｍ励起下での内部量子効率：約６０％）…を用い

た。なお，上記ＳｒＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋赤色蛍光体は，製造条件が未だ最適

化されていないために，内部量子効率は低いが，今後製造条件の最適化によ
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って，１．５倍以上の内部量子効率の改善が可能である。…（【０１２６】） 

 (5) 本件発明における赤色蛍光体の製造方法 

ア 以下，参考のために，上述した蛍光体のうち，ＳｒＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋，

Ｓｒ２Ｓｉ５Ｎ８：Ｅｕ２＋，ＳｒＳｉＮ２：Ｅｕ２＋…の製造方法を説明する。…

表４…に，各蛍光体の製造に用いた原料化合物の重量を示した。（【０１５

２】，【０１５３】） 

イ 表４（【０１５４】） 

 

ウ 表４に示した３種類の赤色蛍光体の製造方法を説明する。まず，グローブ

ボックスと乳鉢等を用いて，表４に示した所定の化合物を乾燥窒素雰囲気中

で混合し，混合粉末を得た。このとき，反応促進剤（フラックス）は用いな

かった。次に，混合粉末をアルミナルツボに仕込み，温度８００～１４００℃

の窒素雰囲気中で２～４時間仮焼成した後，温度１６００～１８００℃の窒

素９７％，水素３％雰囲気中で２時間本焼成して，赤色蛍光体を合成した。

本焼成後の蛍光体粉末の体色は橙色であった。本焼成の後，解砕，分級，洗

浄，乾燥の所定の後処理を施し，赤色蛍光体を得た。（【０１５６】） 

 ２ 取消事由１（手続違背）について 

 (1) 前記前提となる事実及び後掲各証拠並びに弁論の全趣旨によれば，次の事実

が認められる。 

  ア 前審決の判断（甲１９） 
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前審決は，本件発明と甲３発明とを対比し，相違点１ないし６（いずれも

上記第２の５記載のものと同じ。）を認定した上，いずれの相違点に係る構

成についても，当業者が容易に想到できたものといえるから，本件発明は進

歩性を欠き，本件特許は無効と判断した。 

    ここで，前審決は，① 相違点１につき，甲３発明，甲３文献及び甲１３

文献にそれぞれ記載された事項並びに周知の技術事項に基づいて，当業者は

容易に想到できる，② 相違点５につき，照明ユニットにおいて効率を高め

ることは一般的な課題であり，効率を高めるために，製造条件の最適化等に

より内部量子効率ができるだけ高められた蛍光体を用いることは，当業者が

通常の創作能力を発揮する範囲内のことであり，内部量子効率がどの程度以

上の蛍光体を用いるかは，目標とする効率や蛍光体の入手・製造の容易性な

どを勘案して，当業者が適宜設定すべき設計事項にすぎない，と判断してい

た。 

  イ 前判決の判断等（甲１５） 

被告は，前訴において，前審決には，① 甲３発明の認定，一致点の認定

等の誤り，② 相違点１，相違点５及び相違点６の容易想到性判断の誤り，

③ 手続違背，の各取消事由があると主張したが，相違点５については，甲

３発明において，高い効率を得るために，内部量子効率と励起波長との関係

に着目し，赤色蛍光体の青色領域における内部量子効率を８０％以上とする

構成を採用する動機付けはないと主張した。 

    これに対し，原告は，① 内部量子効率が高いことが望ましいことは，本

件特許の優先日前における技術常識であり，内部量子効率ができるだけ高め

られた蛍光体を用いることは，当業者が通常の創作能力を発揮する範囲内の

ことである，② 当業者は，本件特許の優先日前において，「ニトリドシリ
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ケート系の窒化物蛍光体」（α－サイアロン蛍光体を含む。）の内部量子効

率が８０％以上のものを製造できる可能性を技術常識に基づいて想定でき

た，③ 甲３文献によれば，本件発明と同じように青色発光ＬＥＤとニトリ

ドアルミノシリケート系の窒化物赤色蛍光体を使用して照明装置を構成する

ことが知られ，あるいは少なくとも甲３文献又は甲１３文献及び技術常識に

基づき，当業者が容易に想到し得る構成が予想されていたもので，内部量子

効率を８０％以上とすることは，単に下限を設定しただけのものである，な

どとして，内部量子効率がどの程度以上の蛍光体を用いるかは，目標とする

効率や蛍光体の入手・製造の容易性などを勘案して，当業者が適宜設定すべ

き設計事項にすぎないと主張した。 

 知的財産高等裁判所は，① 前審決における甲３発明の認定，本件発明と

甲３発明の一致点の認定及び相違点の認定に誤りはない，② 相違点１に係

る構成につき，甲３発明に甲１３文献に記載された事項を採用することによ

り容易に想到し得るということはできないが，甲３発明に周知の技術事項を

採用することにより容易に想到し得るから，容易想到性の判断に誤りはな

い，③ 相違点５に係る構成につき，容易想到性の判断に誤りがある，とし

て前審決を取り消す旨の前判決をした。 

  ここで，前判決は，相違点５につき，本件特許の優先日当時，照明ユニッ

トにおいて発光効率を高めるために，不純物の除去等の製造条件の最適化等

により，蛍光体の内部量子効率を高めることは，当業者の技術常識であった

ことが認められるものの，内部量子効率を８０％以上とすることができるか

どうかは，出発点となる内部量子効率の数値にも大きく依存するものと考え

られるところ，甲３文献における各蛍光体の量子効率の記載の程度からする

と，甲３文献に接した当業者は，甲３発明において，Ｓｒ２Ｓｉ４ＡｌＯＮ
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７：Ｅｕ２＋蛍光体のＳｒの少なくとも一部をＢａやＣａに置換したニトリド

シリケート系の窒化物蛍光体を採用した上で，さらに，青色発光素子が放つ

光励起下における内部量子効率を８０％以上とする構成（相違点５に係る構

成）を容易に想到することができたものと認めることはできないと判示し，

この判決は確定した。 

ウ 本件審判手続 

原告は，特許庁に対し，平成２８年３月２３日付け及び同年４月２８日付

けの上申書をそれぞれ提出し，その中で，前審決における実施可能要件及び

サポート要件に関する判断が誤りであることを明らかにする予定であるとこ

ろ，代理人として受任予定の弁護士とともに内容を検討しているとして，時

間的猶予を求めた。（乙１，２） 

    原告は，特許庁に対し，同年５月３０日付けの上申書において，上記第３

の２「取消事由２（サポート要件適合性に関する判断の誤り）」のその１な

いしその４記載の主張と概ね同旨の理由により，前審決におけるサポート要

件違反に関する判断は誤りであるとの主張をした。（乙３） 

    被告は，同年８月５日，特許庁に対し，審判事件答弁書を提出した。（弁

論の全趣旨） 

    その後，特許庁は，本件審決をした。 

 (2) 検討 

  ア 原告は，本件審決が，相違点１及び相違点５についての判断を変更したこ

とに関し，本件審判手続において，甲１３文献に記載されている事項につい

ての原告の意見を求めずに審決をするに至ったことは，重大な手続違背であ

ると主張する。 

イ この点，特許無効審判事件の審決取消訴訟において，特定の引用例から当
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該発明を特許出願前に当業者が容易に発明することができたとはいえないと

の理由により，審決の認定判断を誤りであるとしてこれが取り消されて確定

した場合には，再度の審判手続に当該判決の拘束力が及ぶ結果，審判官は同

一の引用例から当該発明を特許出願前に当業者が容易に発明することができ

たと認定判断することは許されないのであり，したがって，再度の審決取消

訴訟において，取消判決の拘束力に従ってされた再度の審決の認定判断を誤

りである（同一の引用例から当該発明を特許出願前に当業者が容易に発明す

ることができた）として，これを裏付けるための新たな立証をし，更には裁

判所がこれを採用して，取消判決の拘束力に従ってされた再度の審決を違法

とすることは許されない（最高裁昭和６３年（行ツ）第１０号平成４年４月

２８日第三小法廷判決・民集４６巻４号２４５頁）。 

ウ 上記(1)において認定した事実によれば，前判決は，相違点５に関し，甲

３発明に基づいて当業者が容易に相当することができたとはいえないとの判

断を示し，これが確定したものである。したがって，再度の審判手続におけ

る審判官は，前判決の拘束力により，同一の引用例である甲３発明から本件

発明を容易に相当することができたとの判断をすることはできないのである

から，この点について，原告に意見を述べる機会を与える必要はなかったも

のというべきである。 

そして，原告は，本件審判手続において，特許庁に対し，前審決における

実施可能要件及びサポート要件に関する判断が誤りであることを明らかにす

る予定であるとして時間的猶予を求め，特許庁もこれを受けて，十分な準備

期間を設けて原告に主張の機会を与えていたこと，原告は，特許庁に対し，

平成２８年５月３０日付け上申書において，前審決のサポート要件違反に関

する判断は誤りであることについて，具体的な事情を挙げて主張し，本件審



 35 

決がされるに至ったことが認められることからすれば，原告に対し，一般論

としての主張立証の機会が十分に与えられていたことも明らかである。 

エ 以上によれば，本件審決の審判体が前判決の判示に従って判断を変更する

に当たり，原告に積極的に意見を求めなかったとしても，そのことが手続違

背になるとは到底いえない。 

  したがって，この点についての原告の主張は採用することができない。 

３ 取消事由３（分割出願の適法性についての判断の誤り）について 

(1) 事案に鑑み，取消事由３から先に検討する。 

(2) 原告は，本件発明は，本件原出願明細書に記載されている発明（組成式（Ｍ

１－ｘＥｕｘ）ＡｌＳｉＮ３で表される窒化物蛍光体を前提とする発明）を超え

て，ニトリドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体一般まで，内部量子効率が

８０％以上とするもので，明らかに分割出願の要件に違反すると主張する。 

   しかし，本件原出願明細書（甲２）の段落【００１３】に，「Ｅｕ２＋で付

活され，６００ｎｍ以上６６０ｎｍ未満の波長領域に発光ピークを有する窒化

物系（ニトリドシリケート系，ニトリドアルミノシリケート系等）の赤色蛍光

体，例えば，Ｓｒ２Ｓｉ５Ｎ８：Ｅｕ２＋，ＳｒＳｉＮ２：Ｅｕ２＋，ＳｒＡｌＳｉ

Ｎ３：Ｅｕ２＋，ＣａＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋，Ｓｒ２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋等

の蛍光体」と，窒化物系の赤色蛍光体にはニトリドアルミノシリケート系のも

のが含まれることが明示されており，さらに，段落【０１５２】に，「なお，

ＳｒＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋赤色蛍光体の特性は，従来の赤色蛍光体，例えば，

ＳｒＳｉＮ２：Ｅｕ２＋，Ｓｒ２Ｓｉ５Ｎ８：Ｅｕ２＋，Ｓｒ２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅ

ｕ２＋等の窒化物蛍光体又は酸窒化物蛍光体と似通っているので，実施例２又

は実施例３において，ＳｒＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋赤色蛍光体に代えて，上記従

来の窒化物蛍光体又は酸窒化物蛍光体を用いた場合でも，同様の作用効果が認
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められる。」との記載があることからすると，本件原出願明細書には，赤色蛍

光体としてＳｒＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ２＋以外のニトリドアルミノシリケート系の

窒化物蛍光体が使用可能であることが記載されているといえる。 

   そうすると，本件発明における赤色蛍光体の特定が新規事項を追加したもの

とはいえないから，分割出願の要件を満たすというべきである。 

(3) したがって，この点についての原告の主張は採用することができない。  

４ 取消事由２（サポート要件適合性に関する判断の誤り）について 

(1) 原告は，本件特許に係る特許請求の範囲の記載がサポート要件に適合してい

ないとして，その１ないしその７の各主張をしているが，これらの主張は，い

ずれも本件発明の構成要素である，Ｅｕ２＋で付活され，かつ，６００ｎｍ以

上６６０ｎｍ未満の波長領域に発光ピークを有するニトリドアルミノシリケー

ト系の窒化物蛍光体又は酸窒化物蛍光体で，青色発光素子が放つ励起光下にお

いて内部量子効率が８０％以上の赤色蛍光体が，本件明細書の発明の詳細な説

明に記載されているかどうかを問題としていると解されることから，まず，こ

の点について検討する。 

ア 特許請求の範囲の記載がサポート要件に適合するか否かについては，特許

請求の範囲の記載と発明の詳細な説明の記載とを対比し，特許請求の範囲に

記載された発明が，発明の詳細な説明に記載された発明で，発明の詳細な説

明の記載又はその示唆により当業者が当該発明の課題を解決できると認識で

きる範囲のものであるか否か，また，その記載や示唆がなくとも当業者が出

願時（当該出願が分割出願であるときは，その最先の原出願時）の技術常識

に照らし当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否か

を検討して判断すべきものと解される。 

イ 上記１(3)において認定したとおり，本件明細書には，現状，発光素子と蛍
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光体とを備えた発光装置には，高い光束と高い演色性とを両立させるものが

少ない一方，発光装置に求められる要求は年々多様化しており，特に暖色系

の白色光を放つ発光装置の開発が期待されていることから，本件発明は，そ

の課題を解決するため，高い光束と高い演色性とを両立する発光装置，特に，

暖色系の白色光を放つ発光装置を提供するものであることが記載されている。 

そして，上記１(4)クのとおり，「高い光束を放つ発光装置を得るためには，

蛍光体層に実質的に含まれる蛍光体の中で，発光素子が放つ光励起下におい

て最も内部量子効率が低い蛍光体は，内部量子効率（絶対値）が，８０％以

上，好ましくは８５％以上，より好ましくは９０％以上の蛍光体とする。」

ことが記載されている。 

  ここで，本件明細書には，本件発明の構成要素の赤色蛍光体である「Ｅｕ

２＋で付活され，かつ，６００ｎｍ以上６６０ｎｍ未満の波長領域に発光ピー

クを有するニトリドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体」の内部量子効率

に関し，上記１(4)ケのとおり，段落【０１２６】に，４０５ｎｍの励起光下

での内部量子効率は約６０％であると記載されているほかには，上記１(4)オ

のとおり，図１３から，４４０～５００ｎｍの波長領域における最小の内部

量子効率は５００ｎｍの励起光下での６５％程度であることが読み取れるに

留まる。 

  上記１(4)ケのとおり，本件明細書には「今後製造条件の最適化によって，

１．５倍以上の内部量子効率の改善が可能である」と記載されているものの，

その具体的根拠を示す記載は何ら見当たらないから，上記の各記載内容を前

提とすると，本件明細書の発明の詳細な説明の記載又はその示唆のみを直接

の基礎として，当業者が直ちに，特許請求の範囲に記載された発明がその発

明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるとはいえない。 
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ウ そこで，当業者が原出願時の技術常識に照らし，発明の課題を解決できる

と認識できる範囲のものであるかどうかを検討する。 

(ア) 原出願時の技術常識に関し，次の事実が認められる。 

 ａ 特開２００３－２７７７４６号公報（公開日：平成１５年１０月２日。

甲５。以下「甲５文献」という。）の記載 

   (a) 本発明は，蛍光表示管，ディスプレイ，ＰＤＰ，ＣＲＴ，ＦＬ，ＦＥＤ

及び投写管等，特に，青色発光ダイオード又は紫外発光ダイオードを光源

とする発光特性に極めて優れた白色の発光装置等に使用される窒化物蛍光

体及びその製造方法等に関する。また，本願発明に係る窒化物蛍光体を有

する白色の発光装置は，店頭のディスプレイ用の照明，医療現場用の照明

などの蛍光ランプに使用することができる他，携帯電話のバックライト，

発光ダイオード（ＬＥＤ）の分野などにも応用することができる。（【０

００１】） 

   (b) …窒化物蛍光体は，ＬＸＭＹＮ（２／３Ｘ＋４／３Ｙ）：Ｚ（Ｌは，Ｂｅ，Ｍｇ，Ｃ

ａ，Ｓｒ，Ｂａ，Ｚｎ，Ｃｄ，ＨｇのＩＩ価からなる群より選ばれる少な

くとも１種以上を含有する。Ｍは，Ｃ，Ｓｉ，Ｇｅ，Ｓｎ，Ｔｉ，Ｚｒ，

ＨｆのＩＶ価からなる群より選ばれる少なくとも１種以上を含有する。Ｚ

は，賦活剤である。）で表される基本構成元素を少なくとも含有すること

が好ましい。これにより高輝度，高エネルギー効率，高量子効率の窒化物

蛍光体を提供することができる。窒化物蛍光体中は，ＬＸＭＹＮ（２／３Ｘ＋４／３

Ｙ）：Ｚで表される基本構成元素の他に，原料中に含まれる不純物も残存す

る。例えば，Ｃｏ，Ｍｏ，Ｎｉ，Ｃｕ，Ｆｅなどである。これらの不純物

は，発光輝度を低下させたり，賦活剤の活性を阻害したりする原因にもな

るため，できるだけ系外に除去することが好ましい。（【００１２】） 
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本発明の窒化物蛍光体のＺは，希土類元素であるユウロピウムＥｕを発

光中心とする。ユウロピウムは，主に２価と３価のエネルギー準位を持つ。

本発明の窒化物蛍光体は，母体のアルカリ土類金属系窒化ケイ素に対して，

Ｅｕ２＋を賦活剤として用いる。Ｅｕ２＋は，酸化されやすく，３価のＥｕ２

Ｏ３の組成で市販されている。しかし，市販のＥｕ２Ｏ３では，Ｏの関与が大

きく，良好な蛍光体が得られにくい。そのため，Ｅｕ２Ｏ３からＯを，系外

へ除去したものを使用することが好ましい。たとえば，ユウロピウム単体，

窒化ユウロピウムを用いることが好ましい。（【００３４】） 

原料のＩＩ価のＬも，酸化されやすい。たとえば，市販のＣａメタルで

は，Ｏが０．６６％，Ｎが０．０１％含有されている。このＣａメタルを

製造工程において，窒化するため，市販（高純度化学製）の窒化カルシウ

ムＣａ３Ｎ２を購入し，Ｏ及びＮを測定したところ，Ｏが１．４６％，Ｎが

１６．９８％であったが，開封後，再度密閉して２週間静置したところ，

Ｏが６．８０％，Ｎが１３．２０％と変化していた。また，別の市販の窒

化カルシウムＣａ３Ｎ２では，Ｏが２６．２５％，Ｎが６．５４％であった。

このＯは，不純物となり，発光劣化を引き起こすため，極力，系外へ除去

することが好ましい。このため，８００℃で，８時間，窒素雰囲気中で，

カルシウムの窒化を行った。この結果，窒化カルシウム中の，Ｏを０．６

７％まで減少させたものが得られた。このときの窒化カルシウム中のＮは，

１５．９２％であった。（【００３５】） 

   (c) ＜実施例８及び９＞実施例８は，蛍光体Ｓｒ１．９７Ｅｕ０．０３Ｓｉ５Ｎ８で

ある。原料の配合比率は，窒化カルシウムＳｒ３Ｎ２：窒化ケイ素Ｓｉ３Ｎ４：

酸化ユウロピウムＥｕ２Ｏ３＝１．９７：５：０．０３である。この３化合

物原料を，ＢＮるつぼに入れ，管状炉で，８００～１０００℃で３時間焼
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成し，その後，１２５０～１３５０℃で５時間焼成を行い，５時間かけて

室温まで，徐々に冷却を行った。アンモニアガスは，１ｌ／ｍｉｎの割合

で，終始流し続けた。この結果，体色がピンク，３６５ｎｍの光照射を行

うと，肉眼でピンクに発光している窒化物蛍光体が得られた。実施例８の

窒化物蛍光体の２００℃における温度特性は，８７．７％と極めて高い温

度特性を示している。表５は，本発明に係る窒化物蛍光体の実施例８及び

９を示す。（【００６０】） 

実施例９は，蛍光体Ｓｒ１．４Ｃａ０．６Ｓｉ５Ｎ８：Ｅｕである。実施例９は，

実施例８と同様の焼成条件で焼成を行った。図１０（判決注：省略）は，

実施例９を，Ｅｘ＝４６０ｎｍで励起したときの発光スペクトルを示す図

である。図１０から明らかなように，Ｅｘ＝４６０ｎｍの発光スペクトル

の光を照射したところ，ＩＩ価のＳｒを単独で用いたときよりも，Ｓｒと

Ｃａを組み合わせたときの方が，長波長側にシフトした。発光スペクトル

のピークは，６５５ｎｍである。これにより，青色発光素子と実施例９の

蛍光体とを組み合わせると赤みを帯びた白色に発光する蛍光体を得ること

ができる。また，実施例９の蛍光体Ｓｒ１．４Ｃａ０．６Ｓｉ５Ｎ８：Ｅｕの量子

効率は，８６．７％と，良好である。（【００６３】） 

   (d) 表５（【００６１】，【００６２】） 
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ｂ 甲５１文献（国際出願日：平成１５年１２月４日。なお，訳文は甲５１

の１）の記載 

(a) 本発明は，全般に，放射源と蛍光物質を有する蛍光体とを有する照明シ

ステムに関する。本発明はさらに，そのような照明システムに用いる蛍光

物質に関する。特に本発明は，照明システムと，蛍光物質を有する蛍光体

に関し，この蛍光物質は，発光下方変換およびその後の放射源から放射さ

れる紫外線または青色放射線をベースとした色混合によって，白色光を含

む特定の色を発する。放射源としては，特に発光ダイオードが想定される。

（【０００１】，【０００２】） 

(b) 特に本発明は，特定の蛍光物質組成Ｓｒ１．９６Ｓｉ３Ａｌ２Ｎ６Ｏ２：Ｅｕ０．

０４に関し，この組成は，８０乃至９０％の高量子効率を示し，３７０ｎｍ

から４７０ｎｍの範囲で６０乃至８０％の高吸収を示し，熱処理による室

温から１００℃の発光ルーメン出力は１０％以下の低損失を示す。Ｓｒ１．

９６Ｓｉ３Ａｌ２Ｎ６Ｏ２：Ｅｕ０．０４は，可視スペクトルの赤スペクトル領域

で放射するため，特定の色または白色光を放射するＬＥＤに赤成分が提供

される。（【００３６】，【００３７】） 

   (c) 一例として，赤の蛍光物質Ｓｒ１．９６Ｓｉ３Ａｌ２Ｎ６Ｏ２：Ｅｕ０．０４の物

理的性質が，図２および３に示されている。図２は，赤の蛍光物質の励起

スペクトルに関するものであり，励起周波数に対する赤の相対放射強度の

測定結果である。一定の波長で赤の放射が観測されている。図３は，赤の
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蛍光物質の放射スペクトルに関するものであり，各波長で放射される光の

相対強度の測定結果である。励起は一定に維持されている。（【００４８】）  

図３から，６１５ｎｍでの蛍光物質の放射強度を測定した場合，約３０

０乃至４５０ｎｍの領域の放射線によって励起されたときに，強度が最大

となることがわかる。この領域は，電磁放射線スペクトルにおけるＵＶ近

傍から青の領域に相当する。図２から，蛍光物質の励起が４５０ｎｍで一

定の場合（試料は，４５０ｎｍの放射線のみによって励起される），蛍光

物質の放射波長は，約６０５－６３０ｎｍの領域で最大となる。この範囲

は可視の赤の領域である。（【００４９】） 

(d) 図２ 

 

(e) 図３  
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 (イ) 上記(ア)のとおり，平成１５年１０月２日に公開された甲５文献には，

ニトリドアルミノシリケート系ではなく，類似のニトリドシリケート窒化

物蛍光体についてではあるものの，実施例９として量子効率が８６．７％

のＳｒ１．４Ｃａ０．６Ｓｉ５Ｎ８：Ｅｕ赤色蛍光体が開示されている。併せて，

蛍光体の原料中に含まれるＣｏ，Ｍｏ，Ｎｉ，Ｃｕ，Ｆｅといった不純物

が，発光輝度を低下させたり，付活剤の活性を阻害する原因になり，また，

付活剤の原料であるＥｕ２Ｏ３についても，Ｏの関与が大きいと良好な蛍光

体が得られにくいことから，こうした不純物等を系外に除去する必要性が

示されている。 

(ウ) また，平成１５年１２月４日に国際出願された特許についての甲５１文

献には，４５０ｎｍの励起光下で６０５～６５０ｎｍに発光ピークを有し，

８０％を超える高い量子効率を示すニトリドアルミノシリケート系赤色蛍
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光体Ｓｒ１．９６Ｓｉ３Ａｌ２Ｎ６Ｏ２：Ｅｕ０．０４が開示されている。 

(エ) そして，上記１(5)において認定したとおり，本件明細書には，本件発明

の構成要素であるニトリドアルミノシリケート系赤色蛍光体について，原

料化合物の種類及び重量，反応促進剤の有無，焼成条件等を含めた具体的

な製造方法が記載されていることを勘案すると，本件明細書の記載に接し

た当業者は，原出願時の技術常識と認められる上記(イ)の示唆に従って製

造条件や製造工程を最適化することにより，当該ニトリドアルミノシリケ

ート系赤色蛍光体の内部量子効率を高めることが可能であると認識できる

というべきである。そして，上記(ウ) において認定したとおり，原出願が

された当時の技術水準としても，ニトリドアルミノシリケート系赤色蛍光

体の量子効率を８０％以上とすることが実際に可能であったことからする

と，特許請求の範囲に記載された発明は，当業者が原出願時の技術常識に

照らし当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであると認め

るのが相当である。 

エ したがって，本件特許に係る特許請求の範囲の記載はサポート要件に適合

するものであるから，本件審決に誤りはないというべきである。 

 (2) 原告の主張について 

  ア 原告は，前判決において，甲３文献に量子効率が５１％の蛍光体が開示さ

れていることを前提として，当業者が甲３発明に基づいて相違点５に係る構

成を容易に想到することができないと判示されていることを指摘し，サポー

ト要件を満たすか否かの判断に際し，出発点となる内部量子効率がどの程度

でなければならないかという基準が必要であるが，本件審決では当該基準が

示されていないと主張する。 

    しかし，上記(1)アにおいて説示したとおり，サポート要件適合性は，飽く
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までも，特許請求の範囲の記載と発明の詳細な説明の記載とを対比し，特許

請求の範囲に記載された発明が，発明の詳細な説明に記載された発明で，発

明の詳細な説明の記載又はその示唆により当業者が当該発明の課題を解決で

きると認識できる範囲のものであるか否か，また，その記載や示唆がなくと

も当業者が出願時の技術常識に照らし当該発明の課題を解決できると認識で

きる範囲のものであるか否かを検討すれば足りるのであって，こうした検討

によって結論を導くことができるのであれば，出発点となる内部量子効率に

ついて何かしらの基準を示すことまで要求されるものではない。本件におい

ては，本件明細書の記載のほか，原出願時の技術常識に鑑みると，本件特許

に係る特許請求の範囲の記載がサポート要件に適合するものであることは上

記(1)において判示したとおりである。 

また，原告が指摘する前判決の判示部分は，甲３発明及び甲３文献に記載

されている事項に基づいて，当業者が相違点５に係る構成を容易に想到する

ことができたか否かという進歩性の有無について判示したものであり，サポ

ート要件に関する判示をしたものではないのであるから，この判示部分に基

づいてサポート要件充足性の有無を問題にすることは，前提において誤って

いるといわざるを得ない。 

したがって，この点についての原告の主張を採用することはできない。 

  イ 次に，原告は，本件特許の優先権主張に係る基礎出願の明細書の記載内容

を指摘して，本件特許がサポート要件に適合していないと主張する。 

    しかし，上記(1)アにおいて摘示したとおり，サポート要件適合性の判断に

当たっては，当該特許出願に係る特許請求の範囲の記載と発明の詳細な説明

の記載との対比が問題となるのであって，優先権主張に係る基礎出願の明細

書の記載内容と対比して判断すべきものとはいえない。 
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したがって，この点についての原告の主張を採用することはできない。 

  ウ このほか，原告は，本件審決におけるサポート要件適合性の判断に誤りが

あると種々の事情を挙げて主張するが，いずれも上記(1)の認定判断を覆すに

足りない。 

 (3) よって，この点についての原告の主張はいずれも採用することができない。 

 ５ 取消事由４（相違点５についての容易想到性判断の誤り）について 

 (1) 原告は，相違点５に係る構成につき，甲３発明と甲１３発明及び甲４８文献

又は甲５１文献記載の周知技術ないし技術常識に基づいて，本件発明は当業者

が容易に想到できたものであるから，これと異なる判断をした本件審決には誤

りがあると主張する。 

上記第２の４において認定した本件審決の理由及び第５の２(1)において認

定した前判決の判示の内容に照らせば，原告の主張は，同一の引用例から本件

発明を容易に想到できたか否かという点につき，再度の審決取消訴訟である本

件訴訟において，取消判決である前判決の拘束力に従ってされた本件審決の認

定判断が誤りであるとして，これを裏付けるための新たな立証をしようとして

いるものであることが明らかであるところ，上記２(2)において摘示したとお

り，このような主張は許されないものというべきである。 

 (2) また，原告は，相違点５に係る構成につき，甲３発明と甲５１文献記載の公

知発明に基づいて当業者が容易に想到できたものであるから，これと異なる判

断をした本件審決には誤りがあると主張する。 

しかし，この主張も(1)と同様の理由により許されないものである上，審決

取消訴訟においては，審判手続において審理判断されなかった公知事実との対

比における無効原因は，審決を違法とし，又はこれを適法とする理由として主

張することができない（最高裁昭和４２年（行ツ）第２８号同５１年３月１０
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日大法廷判決・民集３０巻２号７９頁）ところ，本件審判手続において，甲５

１文献記載の公知発明について審理判断されていたと認めるに足りる証拠はな

いから，原告の主張は，本件訴訟の審理範囲を逸脱するものであって，この点

からしても許されないというべきである。 

そうすると，本件特許の優先日について認定判断するまでもなく，原告の主

張は失当である。 

 (3) したがって，この点についての原告の主張はいずれも採用できない。 

第６ 結論 

  よって，原告の請求は理由がないから，これを棄却することとし，主文のとお

り判決する。 
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